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 工期
 平成31年３月13日まで。
 平成31年３月13日まで。
 平成31年３月13日まで。
 使用する主要な資機材
 硬質ポリ塩化ビニル管 9200ｍ、排水
フリューム 8500ｍ。
 硬質ポリ塩化ビニル管 8400ｍ、排水
フリューム 3400ｍ。
 硬質ポリ塩化ビニル管 6600ｍ、排水
フリューム 4100ｍ。

 本工事は、入札価格と入札価格以外の要素
を総合的に評価して落札者を決定する総合評
価落札方式（標準Ａ型）の適用工事である。
また、品質確保のための体制その他の施工体
制の確保状況を確認し、施工内容を確実に実
現できるかどうかについて審査し、評価を行
う施工体制確認型総合評価落札方式の試行工
事である。
 本工事は、品質・安全等の確保がされない
おそれがある極端な低価格での調達を見込ん
でいないかなどを厳格に調査する特別重点調
査の試行工事である。
 本工事は、予算決算及び会計令（昭和22年
勅令第165号。以下「予決令」という。）第85
条に基づく調査基準価格（以下「調査基準価
格」という。）を下回った価格をもって契約す
る者に対して、予決令第86条に規定する調査
（以下「低入札価格調査」という。）結果の公
表及び監督体制の強化等により品質確保等の
対策を実施する工事である。
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して、施工確認段階等
において監督職員が文書により受注者に改善
を指示した場合、その回数に応じ以降の１年
間東北農政局管内の別の新規工事における総
合評価落札方式の評価点を減ずる試行工事で
ある。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

 本工事は、入札説明書の交付、競争参加資
格確認申請書（以下「申請書」という。）及び
競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）
の提出、受領に係る確認及び入札について、
原則として電子入札システムで行う対象工事
である。ただし、電子入札システムによりが
たい者であって、紙入札方式（持参又は郵送）
の承諾に関する承諾願を提出し承諾を得たも
のは、紙入札方式に代えることができる。
 本工事は、労働者確保に要する費用（労働
者送迎費、宿泊費、借上費、現場労務者の募
集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、
通勤等に要する費用）について、不足する技
術者や技能者を広域的に確保せざるを得ない
場合及び建設資材の調達に要する費用（購入
費、輸送費）について、通常調達する地域内
の需給状況から、工事を円滑に実施するため
に遠隔地から調達せざるを得ない場合におい
て、これら費用の支出実績を踏まえて最終精
算変更時点で設計変更する試行工事である。
 本工事は、女性も働きやすい現場環境（ト
イレ・更衣室）の整備について、監督職員と
協議し、変更契約においてその整備に必要な
費用を計上する試行工事である。
 本工事は、土曜・日曜日に工事現場（現場
事務所を含む）を完全閉所して事務処理等を
含めて一切の現場作業を行わない「土日完全
休工」を促進するモデル工事であり、土日完
全休工の実績に応じて工事成績評定において
加点評価を行う工事である。
 本工事は、情報通信技術（ＩＣＴ）の活用
を図るため、受注者の発議により、施工、出
来形管理、出来形管理資料の作成等の各段階
において、３次元座標値を用いた情報化施工
技術を活用する工事の対象工事である。

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を満たしている者であるこ
と。
 予決令第70条の規定に該当しない者であ
ること。なお、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な
同意を得ているものは、同条中、特別の理
由がある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者であ
ること。

 東北農政局における平成29・30年度一般
競争参加資格のうち土木一式工事に係る一
般競争参加資格の確認を受けていること。
ただし、会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開
始の決定後、東北農政局長が別に定める手
続に基づいて一般競争参加資格の再確認を
受けている者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
でないこと。ただし、上記２ののの再
確認を受けた者を除く。
 東北農政局における平成29・30年度一般
競争参加資格のうち土木一式工事の一般競
争参加資格の確認の際に客観的事項（共通
事項）について算定した点数（客観点数）
が1250点以上であること。（上記２のの
の再確認を受けた者にあっては、当該再
確認後の客観点数が要件を満たしているこ
と。）
 次に掲げる施工実績を有すること。
ア 平成14年４月１日以降に、元請けとし
て完成・引渡しが完了した次の同種工事
の施工実績。ただし、経常建設共同企業
体にあっては、構成員のうち１社が同種
工事の施工実績を有すること。なお、共
同企業体としての施工実績は、出資比率
が20％以上のものについて認める。
イ 同種工事とは、次のいずれかとする。
ａ 農業農村整備工事（区画整理工事又
は津波被災地の農地復旧工事（除塩の
みの工事は除く。）に限る。）
ｂ 土地造成工事（土地の用途は問わな
い。）
ｃ 当該実績が各地方農政局の発注した
工事に係る実績である場合にあって
は、評定点合計が入札説明書に示す点
数未満のものを除く。

イ 監理技術者は、監理技術者資格者証及
び監理技術者講習修了証を有する者であ
ること。
ウ 上記２ののに掲げる同種工事の施
工経験を有する者であること。なお、経
常建設共同企業体にあっては、一人の主
任技術者又は監理技術者が上記２のの
に掲げる同種工事の施工経験を有する
こと。
なお、当該経験が各地方農政局が発注
した工事に係る実績である場合にあって
は、評定点合計が入札説明書に示す点数
未満のものを除く。
エ 主任技術者又は監理技術者にあっては
直接的、かつ、恒常的な雇用関係が必要
であるので、その旨を確認することがで
きる資料を求めることがあり、その確認
がなされない場合は入札に参加できない
ことがある。なお、恒常的な雇用関係と
は入札の締切日以前に３ヶ月以上の雇用
関係があることをいう。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は
監理技術者を当該工事に専任で配置できる
こと。
ただし、契約締結後、現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの

期間）及び工事完成後、検査が終了し事務
手続、後片付け等のみが残っている期間に
おいては工事現場への専任を要しない。な
お、本入札公告の対象工事において申請で
きる配置予定技術者は、上記１のの全て
の工事を併せて１名とする。
ア １級土木施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。なお、
同等以上の資格を有する者とは、次の者
とする。
ａ １級建設機械施工技士の資格を有す
る者
ｂ 技術士（建設部門、農業部門（選択
科目を「農業土木」とするものに限
る。）、森林部門（選択科目を「森林土
木」とするものに限る。）、水産部門（選
択科目を「水産土木」とするものに限
る。）又は総合技術監理部門（選択科目
を建設部門に係るもの、「農業土木」、
「森林土木」、「水産土木」とするもの
に限る。））の資格を有する者

 技術提案が適正であること。
なお、本入札公告の対象工事において、
技術提案は上記１のの全ての工事に共通
した技術提案とすること。
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